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投資有価証券売却益の計上に関するお知らせ 

 

当社は、2021 年８月 31 日付で会社法第 370 条及び当社定款第 25 条に基づく取締役会の書面決議に

より、当社が保有する日本電子株式会社（東証第１部 証券コード：6951、以下「JEOL 社」）の株式

の一部を、売出しの方法により売却することを決定いたしました。これに伴い投資有価証券売却益が

発生する見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせします。 

なお、今般実施される JEOL 社株式の売出し（以下「本件売出し」）の詳細につきましては、JEOL 社

が本日付で公表している「新株式発行および株式売出しに関するお知らせ」をご参照ください。 

記 

１．本件売出しについて 

今般、資産効率の向上、および財務体質の強化を図るため、当社が現在保有する JEOL 社の株式

430 万株のうち 200 万株を本件売出しにより売却することとしました。 

なお、当社は継続保有する JEOL 社株式について、売出価格等決定日（2021 年９月８日から同

月 13 日までのいずれかの日）に始まり、本件売出しの受渡期日（2021 年９月 16 日から同月 21

日までのいずれかの日）から起算して 180 日目の日までの期間（ロックアップ期間）は、本件売

出しの引受人の事前の書面による同意なしに、原則としていかなる処分も行わない旨を、引受人

と合意しています。 

 

２．業績への影響について 

2022 年３月期の個別決算（日本基準）において、本件売出しに伴う投資有価証券売却益約 142

億円（売却価格を 7,810 円（2021 年８月 30 日の JEOL 社普通株式の終値）と仮定して算出した概

算見込額）を計上する見込みです。なお、当社は連結財務諸表を国際会計基準（IFRS）に準拠し

て作成しているため、親会社の所有者に帰属する当期利益をはじめとする連結経営成績への影響

はありません。 

 

３．JEOL 社との資本業務提携について 

当社は 2014 年 2 月 14 日付「日本電子株式会社との資本業務提携に関する合意のお知らせ」に

て公表しております通り、JEOL 社との間で、当社の光学顕微鏡と JEOL 社の電子顕微鏡とを連携

させた Correlative Microscopy ソリューションの構築のほか、販売拡大、製品競争力の強化、新

市場の開拓等に関する協業を目的とする資本業務提携契約を締結しております。 

本件売出しによる当社と JEOL 社との資本業務提携には何ら影響・変更はありません。当社は

JEOL 社との協業を引き続き推進し、企業価値の一層の向上を目指して参ります。 

 

以  上 

 


